
  

基発０３１８第２号 

平成２７年３月１８日 

 

 

都道府県労働局長 殿 

 

 

厚生労働省労働基準局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

「労働契約法の施行について」の一部改正について 

 

 

労働契約法の一部を改正する法律（平成２４年法律第５６号）による改正後

の労働契約法（平成１９年法律第１２８号）については、「労働契約法の施行に

ついて」（平成２４年８月１０日付け基発０８１０第２号。以下「通達」という。）

により法の趣旨及び内容を示したところである。 

今般、専門的知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法施行規則

（平成２７年厚生労働省令第３５号）、特定有期雇用労働者に係る労働基準法施

行規則第五条の特例を定める省令（平成２７年厚生労働省令第３６号）、専門的

知識等を有する有期雇用労働者等に関する特別措置法第二条第一項の規定に基

づき厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第６７号）及び事

業主が行う特定有期雇用労働者の特性に応じた雇用管理に関する措置に関する

基本的な指針（平成２７年厚生労働省告示第６９号）について、それぞれ公布

及び告示され、本日付け基発０３１８第１号「専門的知識等を有する有期雇用

労働者等に関する特別措置法の施行について」が発出されたことに伴い、通達

の一部を別添の新旧対照表のとおり改正することとしたので、了知の上、周知

に遺漏なきを期されたい。



別添 

 

新旧対照表 

 

○ 平成２４年８月１０日付け基発０８１０第２号「労働契約法の施行について」 

 

（傍線部分は改正部分） 

改正後 改正前 

目次 （略） 

 

第１～第４ （略） 

 

第５ 期間の定めのある労働契約（法第４章関係） 

 １～３ （略） 

 ４ 有期労働契約の期間の定めのない労働契約への転換（法

第１８条関係） 

 ⑴ （略） 

⑵ 内容 

ア～ス （略） 

セ 専門的知識等を有する有期雇用労働者及び定年後引

き続いて雇用される有期雇用労働者についての無期転

換ルールの適用に当たっては、「専門的知識等を有する

有期雇用労働者等に関する特別措置法」（平成２６年法

律第１３７号）により、法第１８条に関する特例が設

けられているものであること（一部を除き平成２７年

４月１日施行）。 

当該特例の詳細については、平成２７年３月１８日

付け基発０３１８第１号「専門的知識等を有する有期

雇用労働者等に関する特別措置法の施行について」が

発出されているものであること。 

目次 （略） 

 

第１～第４ （略） 

 

第５ 期間の定めのある労働契約（法第４章関係） 

 １～３ （略） 
４ 有期労働契約の期間の定めのない労働契約への転換（法

第１８条関係） 
 ⑴ （略） 
⑵ 内容 
ア～ス （略） 
セ 専門的知識等を有する有期雇用労働者及び定年後引

き続いて雇用される有期雇用労働者についての無期転

換ルールの適用に当たっては、「専門的知識等を有する

有期雇用労働者等に関する特別措置法」（平成２６年法

律第１３７号）により、法第１８条に関する特例が設

けられているものであること（一部を除き平成２７年

４月１日施行）。 

当該特例の詳細については、平成２６年１１月２８

日付け基発１１２８第１号「専門的知識等を有する有

期雇用労働者等に関する特別措置法の施行について」

が発出されているものであること。 



 

 
 

５・６ （略） 
 

第６～第８ （略） 

 

別紙 （略） 

 

別添 （略） 

 ５・６（略） 

 

第６～第８ （略） 

 

別紙 （略） 

 

別添 （略） 

 


